
【導入】 
（4秒） 
「物流危機は終わらない！」 
（間） 
「日本の物流は破綻する！！！」 
世間でそう叫ばれて、どれほどの時間が過ぎたでしょう… 
皆さんも、そのような言葉を一度は耳にしたことがあるのではないでしょうか？ 
その一方で、何の悪影響も変化もない私たちの日常。 
そんな生活から、どこか「物流危機」というものを 
他人事のように考えてはいないでしょうか。 
 
しかし、事態は想像を絶するほど、深刻なのです。 
 
というのも、私は今、運輸会社でアルバイトをしています。 
そこで私が見たものは、 
割に合わない賃金で仕事を強いられている 
トラックドライバーの姿でした… 
 
本弁論では、物流が置かれた現状とその解決を訴えます！！ 
 
【現状】 
物流。 
それは、生産者と小売店、小売店と消費者などの間で物を運ぶ過程を指します。 
たとえば、工場で作られた衣服が販売店に届く。 
インターネット通販で注文した商品が自宅まで届く。 
このような、いわば当たり前とも思える、私たちの生活や、経済活動を支えているのが、物流なの

です。 
 
この物流において、重要な役割を担っているのが、 
トラックです。 
実際に、国内の全輸送量の9割は、トラックによって運ばれており、 
その半数が、日用品や生活必需品といった 
私たちの生活と密接に関わるものなのです。 
 
そして、輸送の需要、つまり仕事量は年々増加しています。 
インターネット通販の台頭などにより、荷物の数は、30年で18億個から40億個に増加しました。 
 
需要の高まりが続く一方、トラック輸送には、深刻な問題が生じています。 
それは、ドライバー不足。 
毎年、新たに就業する人と同じ数だけ離職するため、増加する輸送量に対応しきれなくなっている

のです。 
ドライバー不足による問題は、すでに現れ始めています。 
実際に、輸送事業者の半数が、ドライバー不足を理由に、荷物の引き受けを拒否した経験があると

回答しています。 
 



このような状況に対して、政府は、AIによる自動運転や、1人のドライバーで複数台のトラックを

引き連れて走行する「隊列走行」などの技術革新、 
鉄道や船舶による代替輸送といった対策を講じています。 
この施策により、10年後には約2万人の労働力が削減できるとされています。 
 
しかし、こうした政策を打ったとしても、現在の輸送システムは崩壊してしまうのです。 
2027年には、輸送需要に必要とされるドライバー数100万人に対して30万人足りなくなると予測さ

れています。 
つまり、3割の輸送力が失われるのです。 
 
スーパーに生鮮食品が届く。 
工場へと材料が納品される。 
引っ越しの時に家具を送ってもらう。 
今の世の中は、トラック輸送があるという前提のもとに成り立っています。 
輸送力が失われることは、今の私たちの「当たり前」を揺るがすことになるのです！ 
 
（間） 
 
ではなぜ、ドライバー不足に陥ったのでしょうか。 
それは、低賃金です。 
トラックドライバーの平均年収は、他産業の平均と比べると100万円低くなっています。 
そのため、人が集まりにくいのです。 
実際、離職した人の6割は低賃金を理由に挙げています。 
賃金が低いために、新たに人が集まらないだけでなく、現在働くドライバーまで辞めてしまうので

す。 
 
彼らは、私たちが享受する便利さを支えるために、時には、利益が出ないほどの低い運賃設定で輸

送を行っています。 
実際に、利益が出ない、いわゆる原価割れの状態で輸送を請け負ったことのある企業は、全体のお

よそ半数。 
現在の輸送システムは、ドライバーの賃金を抑えることで成り立っているのです。 
以上のことから、日本を支えるトラック輸送が、存続の危機に晒されていることがわかります。 
 
（間） 
【問題点・理念】 
現代の輸送システム。 
これは、単なる便利さを超え、今や私たちの日常生活に欠かせないものとなっています。 
私は、当たり前になった、この便利な生活を守りたい！ 
 
ネットで頼んだ商品が、自宅に届く。 
 
スーパーやコンビニに並べられた、たくさんの商品を何気なく購入する。 
 
このような生活も、トラック輸送によって私たちが享受している「便利な生活」の１つなのです。 
 



そして、私たちの日常生活だけでなく、産業にとっても欠かすことのできないトラック輸送。 
生み出された製品が、工場から店へと、店から人へと… 
この社会の経済活動を支えているのは、紛れもなく、トラック輸送です。 
今こそ、現代の輸送システムを守るべきなのです。 
 
【原因】 
では、なぜ利益が出ないほどの運賃で仕事を引き受けてしまうのでしょうか？ 
（間） 
大手企業では近年、運賃の値上げに踏み切っています。 
しかし、これはあくまで一部の企業のみの話です。 
そもそも、トラック業界の99％を占めるのは中小企業です。 
中小企業には、運賃を値上げすることができない、根本的な問題があるのです。 
それは、企業の乱立による、激しい運賃競争です。 
 
1990年の規制緩和によって、新規参入と運賃設定が自由化されました。 
規制緩和前に4万社あった事業者は6万社に増加。 
 
運送業界は、価格以外のサービスでは差別化が難しいため、価格の競争を行わざるを得ません。 
ある会社が、他社より運賃を下げる。 
そうすると、他の会社も運賃を下げる。 
そうすると、また他の会社が、運賃をさらに下げる。 
まさに、過当競争です。 
その結果、たとえ低い運賃でも、事業者は仕事を引き受けざるを得ないのです。 
 
 
【プラン】 
この原因を解決するために、2点のプランを提案します。 
１点目はトラック事業者の車両保有台数における条件の変更です。 
 
現在、新しくトラック事業に参入する場合には、「5台以上のトラックの保有」が必要となりま

す。 
これを「10台」に変更するのです。 
現在参入している事業者の大半は保有台数10台以下の小規模事業者です。 
この条件の変更により、こうした小規模事業者の参入を防ぎます。 
 
また、すでに参入している事業者については市場の動向に鑑みながら、適正な事業者数と言われて

いる4万社にいたるまで、この条件の強化を段階的に進めていきます。 
 
これにより、事業者数の適正化を実現し、過当競争を防ぐのです。 
 
（間） 
 
２点目は最低運賃制度の導入です。 
他産業並みの賃金となるように、現在の運賃の1.5倍を最低運賃として設定します。 
また、国土交通省の各地方運輸局が、その実施状況を監査することで、最低運賃を守らせます。 
こうすることで、ドライバーが適切な賃金を受け取れるようになります。 



賃金が他産業平均と同様になることで、10年間で新たに３０万人のドライバーの確保が見込めま

す。 
 
この制度によって、利用者である私達には現在の運賃の1.5倍の負担が強いられます。 
しかし、今後もトラック輸送業が維持されて、私たちの便利な生活が保たれることを考えれば、必

要な痛みではないでしょうか。 
 
以上二点のプランにより、トラック事業者の乱立による価格競争を抑え、トラックドライバーの確

保に必要な賃金水準を実現します。 
そして、ドライバー不足を解消できるのです。 
 
（間） 
【締め】 
危急存亡。生きるか死ぬかの瀬戸際。 
まさに、トラック輸送は、危急存亡のときにあります。 
トラック輸送に支えられた、私達の営みを続けていくためにも、今こそ対策を打つべきではないで

しょうか。 
私達の豊かな社会が続くことを願って、本弁論を終了させていただきます。 
ご清聴ありがとうございました。 


